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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方（抜粋）
（平成２０年５月２０日社会保障審議会少子化対策特別部会）

４ 財源・費用負担

（１） 社会全体による費用負担
○ 次世代育成支援は、「現在の子育て家庭に対する福祉」としての側面のみならず、将来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発

展の礎（未来への投資）という側面や、仕事と子育ての両立支援としての側面を有し、我が国の重要な政策課題である。新制度体系にお
いて必要な費用負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支援が、こうした側面を有することを踏まえ、１（３）に示す基本認識の下、
社会全体で重層的に支え合う仕組みが求められる。

○ また、次世代育成支援に関する給付・サービスの目的や受益とそれらに対する費用負担のあり方が連動すべきものであることを踏まえ、
国・地方自治体・事業主・個人が、それぞれの役割に応じどのように費用を負担していくか、さらに踏み込んだ議論が必要である。

（２）地方財政への配慮
○ 保育所をはじめ子育て支援サービスの主たる実施主体である市町村の厳しい財政事情に配慮し、新制度体系への地方負担について財

源の確保を図るなどにより、サービス水準を維持・向上させていくことを検討する必要がある。

○ その際、地域特性に応じた柔軟な取組を最大限尊重しつつ、不適切な地域差が生じないような仕組みを考える必要がある。

○ 公立保育所の一般財源化による影響を踏まえた議論が必要である。

（３）事業主の費用負担
○ 事業主の費用負担を考えるに際しては、次世代育成支援の現在の労働者の両立支援としての側面、将来の労働力の育成の基礎として

の側面などを考慮するとともに、働き方と関連の深いサービスなど、個別の給付・サービスの目的・性格も考慮すべきである。

（４）利用者負担
○ 利用者負担について、給付費に対する負担水準をどうするか、その設定方法をどうするか等は重要な課題であり、低所得層が安心して

利用できるようにすることに配慮しつつ、今後、具体的な議論が必要である。

（５）その他
○ また、給付に対する社会全体（国・地方自治体・事業主・個人）の重層的負担、利用者負担に加え、多様な主体による寄付の促進方策に

ついても検討すべきである。


